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グループホーム優和の郷・信 

指定認知症対応型共同生活介護・指定介護予防認知症対応型共同生活介護 

 重要事項説明書 

 

 

 

 

 

 

あなた（又はあなたの家族）が利用しようと考えている指定認知症対応型共同生

活介護サービスについて、契約を締結する前に知っておいていただきたい内容を説

明いたします。わからないこと、わかりにくいことがあれば、遠慮なく質問をして

ください。 

 

 

１(介護予防)認知症対応型共同生活介護サービスを提供する事業者について 

法 人 名 

社会医療法人アンリー・デュナン会 

北海道深川市あけぼの町１番１号 

０１６４－２３－０００１ 

代 表 者 氏 名 理事長  永倉 隆太郎 

設 立 年 月 日 昭和５４年４月１２日 

 

 

２ 利用者に対してのサービス提供を実施する事業所について 

 (1)事業所の所在地等 

事 業 所 名 称 グループホーム優和の郷・信 

  事業所の種類 
指定認知症対応型共同生活介護  

指定介護予防認知症対応型共同生活介護 

事業所所在地 北海道深川市あけぼの町１番３５号 

介護保険指定 

事 業 所 番 号 
第 0197400120号 

管理者の氏名 大谷内 雅美 

電話番号 ０１６４－３４－５７６７ 

ＦＡＸ番号 ０１６４－３４－５７６８ 

 

(2)事業の目的及び運営の方針 

事 業 の 目 的 

認知症によって自立した生活を営むことが困難な方に対し

て、家庭的な環境のもとで、その方の有する能力に応じ自立し

た日常生活を営むことができるよう必要な援助を行います。 

当事業所は介護保険の指定を受けています。 

（事業所番号 第 0197400120 号） 
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運 営 の 方 針 

・家庭的な環境と地域住民との交流のもとで、入浴・排泄・食

事等の介護、その他日常生活上の世話及び機能訓練等必要な

援助を行います。 

・利用者の認知症状の進行の緩和、又は悪化の防止に資するよ

う、その目標を設定し計画的に行います。 

・利用者の意思及び人格を尊重し、常に利用者の立場に立った

サービスの提供に努めます。 

 

(3)事業所の施設概要 

建 築 木造平屋   ７４３．１８㎡ 

敷 地 面 積 ２，１８３．１８㎡ 

開 設 年 月 日 平成２９年５月１５日 

ユ ニ ッ ト 数 ２ユニット 

 

＜主な設備等＞ 

居 室 数 ２ユニット １８室 

居 室 面 積 居室１３．１０㎡ 収納１．０８㎡ 

居 間 兼 食 堂 

（共同生活室） 

葵ユニット８１．５１㎡  

藤ユニット６２．３７㎡  

小 上 が り ８．５１㎡ 

キ ッ チ ン ２箇所 

ト イ レ ７箇所 

浴 室 ２箇所（浴室７．４９㎡、脱衣室５．４７㎡） 

洗面コーナー  ２箇所 

洗 濯 室 ２箇所 

事 務 室 ２６．７３㎡ 

 

(4)サービス提供時間、利用定員 

サービス提供時間 ２４時間体制 

日 中 時 間 帯 ６時～２２時 

利用定員内訳 １８名  葵ユニット９名、藤ユニット９名 

 

(5)事業所の職員体制 

管 理 者 大谷内 雅美 

 

職 職 務 内 容 人 員 等 

管 理 者 
業務管理、利用申し込みの指示調整 

サービス実施状況の把握 
１名（常勤） 

計画作成担当者 介護計画の作成 
１名以上（常勤） 

介護従事者と兼務 

介 護 従 事 者 日常生活の介護サービスの提供 
１２名以上(常勤又

は非常勤) 
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３ 提供するサービスの内容及び費用について 

(1)提供するサービスの内容について 

サービス区分と種類 サービスの内容 

（介護予防）認知症対応型

共同生活介護計画の作成 

1 サービスの提供開始時に、利用者の心身の状況、希望

及びその置かれている環境を踏まえて、地域における

活動への参加の機会の確保等、他の介護事業者と協議

の上、援助の目標、当該目標を達成するための具体的

なサービス内容を記載した認知症対応型共同生活介護

計画を作成します。 

2 利用者に応じて作成した介護計画の内容について、利

用者及びその家族に対して、説明し同意を得ます。 

3 認知症対応型共同生活介護計画を作成した際には、当

該認知症対応型共同生活介護計画を利用者に交付しま

す。 

4 計画作成後においても、認知症対応型共同生活介護計

画の実施状況の把握を行い、必要に応じて介護計画の

変更を行います。 

食       事 

1 利用者ごとの栄養状態を定期的に把握し、食事を提供

いたします。 

2 食事の自立に必要な支援を行い、生活習慣を尊重した

適切な時間に必要な時間を確保し、共同生活室で食事

をとることを支援します。 

日常生

活上の

世話 

食事の提供及び 

介助 

食事の提供及び介助が必要な利用者に対して、介助を 

行います。 

入浴の提供及び 

介助 

１週間に 2 回以上、事前に健康管理を行い、適切な方

法で入浴の提供又は清拭（身体を拭く）、洗髪などを行い

ます。 

排せつ介助 
介助が必要な利用者に対して、自立支援を踏まえ、ト

イレ誘導やおむつ交換を行います。 

離床・着替え・ 

整容等 

1 寝たきり防止のため、できる限り離床していただくよ

うに配慮します。 

2 生活リズムを考え、毎朝夕の着替えのほか、必要時に

着替えを行います。 

3 個人の尊厳に配慮し、適切な整容が行われるように援

助します。 

4 シーツ交換は、定期的（週１回程度）行い、汚れてい

る場合は随時交換します。 

移動･移乗介助 
介助が必要な利用者に対して、室内の移動、車いすへ

移乗の介助を行います。 

服薬介助 
介助が必要な利用者に対して、配剤された薬の確認、

服薬の介助、服薬の確認を行います。 

機能 

訓練 

日常生活動作を通

じた訓練 

日常生活を営むのに必要な機能の減退を防止するため

の訓練を行います。 

レクリエーション

を通じた訓練 

利用者の能力に応じて、集団的に行うレクリエーショ

ンや歌唱、体操などを通じた訓練を行います。 
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そ の 他 

1 利用者の選択に基づき、趣味･趣向に応じた創作活動

等の場を提供します。 

2 良好な人間関係と家庭的な生活環境の中で、日常生活

が過ごせるよう、利用者と介護事業者等が、食事や掃

除、洗濯、買い物、レクリエーション、行事等を共同

で行うよう努めます。  

3 常に利用者の心身の状況や置かれている環境等の的

確な把握に努め、利用者・家族に対し、その相談に応

じるとともに、必要な支援を行います。 

4 常に家族と連携を図り、利用者・家族との交流等の機

会を確保します。  

 

(2)介護保険給付サービス利用料金 

≪認知症対応型共同生活介護費≫ 

・共同生活住居数が２ 

サービス提供時間 

事業所区分・要介護度 
基本単位 利用料 

利用者負担 

１割負担 ２割負担 ３割負担 

Ⅱ 

要介護１ 753 7,530円 753円 1,506円 2,259円 

要介護２ 788 7,880円 788円 1,576円 2,364円 

要介護３ 812 8,120円 812円 1,624円 2,436円 

要介護４ 828 8,280円 828円 1,656円 2,484円 

要介護５ 845 8,450円 845円 1,690円 2,535円 

 

 

≪介護予防認知症対応型共同生活介護費≫ 

・共同生活住居数が２ 

サービス提供時間 

事業所区分・要介護度 
基本単位 利用料 

利用者負担 

１割負担 ２割負担 ３割負担 

Ⅱ 要支援２ 749 7,490円 749円 1,498円 2,247円 

 

 

(3)加算料金 

 以下の要件を満たす場合、上記の基本部分に以下の料金が加算されます。 

≪認知症対応型共同生活介護≫ 

加算 
基本 

単位 
利用料 

利用者負担 

算定回数等 1割 

負担 

2割 

負担 

3割 

負担 

 初期加算 30 300円 30円 60円 90円 
入居後 30日間に限り算

定する１日当たりの加

算料金です。 
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要

介

護 

度

に

よ

る

区

分

な

し 

医療連携体制 

加算（Ⅰ）ハ 

（介護予防の方

は医療連携体制

加算はありませ

ん） 

37 370円 37円 74円 111円 

事業所の職員として、又

は病院若しくは診療所

若しくは訪問看護ステ

ーションとの連携によ

り看護師を１名以上確

保し、日常的な健康管理

や、医療ニーズが必要と

なった場合に適切な対

応が取れる等の体制を

整備している場合に算

定する加算料金です。 

医療連携体制 

加算（Ⅱ） 

（介護予防の方

は医療連携体制

加算はありませ

ん） 

5 50円 5円 10円 15円 

特定の医療的ケアが必

要な利用者の受入れを

行う場合に算定する加

算料金です。 

（重度化した場合における対応に関する指針） 

①急性期における医師や医療機関との連携体制について 

 

・基礎疾患の重度化または新たな疾患の発症等が発生した場合、状況に応じてかかりつけ医、医療機 

関へ連絡し指示を仰ぎます。その際に医師から通院及び入院の指示があった場合、その指示に従い 

家族へ連絡をとり状況を説明、その後ご家族と共に医師より治療方針・治療期間等の説明を受けま 

す。 

 

・入院直後もしくは入院後１カ月をめどに、入院先の医療機関に治療方針、状況を確認。状況に合わ

せ本人、家族、管理者等で相談し、その後の方向性（再入居、退居等）を意向に沿った形で検討さ

せていただきます。 

 ※なお、居室のお取り置き期間は最長３ヶ月とさせていただきます。 

 

・当施設におけるオンコール体制は、管理者が看護師、協力医療機関（その他医療機関）と連携し、 

２４時間対応いたします。 

 

②入院期間中におけるグループホームの家賃や食事代等の取扱いについて 

 

・入院期間中、居室を確保しておく場合、確保している期間の家賃及び管理費をお支払いいただきま 

す。その際、食事代、おやつ代、水道光熱費、任意選択利用料についてのお支払いはございません。 

※なお、利用者が入院後３ヶ月以内に退院することが見込まれ、退院後の再入居の受け入れ体制 

を当施設が整えている場合、利用者の入院期間中の体制加算が請求されます。 

退居時情報 

提供加算 
250 2,500円 250円 500円 750円 

医療機関へ退居する利用

者について、退居後の医

療機関に対して利用者を

紹介する際、利用者等の

同意を得て、当該利用者

等の心身の状況、生活歴

等を示す情報を提供した

場合に利用者１人につき

１回に限り算定する加算

料金です。 
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退居時相談 

援助加算 
400 4,000円 400円 800円 1,200円 

利用期間が１月を超える

利用者が退居する際に、

退居後の居宅サービス又

は地域密着型サービス、

その他の保健医療サービ

ス又は福祉サービスにつ

いて相談援助を行い、居

宅介護支援事業者又は地

域包括支援センター等に

対して情報を提供した場

合に算定する加算料金で

す。 

サービス 

提供体制強化 

加算（Ⅰ） 
22 220円 22円 44円 66円 

当該加算の体制・人材要
件を満たす場合に算定す
る１日当たりの加算料金
です。 

科学的介護 

推進加算 
40 400円 40円 80円 120円 

利用者の心身の状況等に

係る基本的な情報を厚生

労働省に提出し、フィー

ドバックの活用によりサ

ービス計画書の見直しや

サービスの質の向上を図

る取り組みを行った場合

に算定する１月当たりの

加算料金です。 

生産性向上推進

体制加算(Ⅱ) 
10 100円 10円 20円 30円 

利用者の安全並びに介護

サービスの質の確保及び

職員の負担軽減に資する

方策を検討するための委

員会の開催や必要な安全

対策を講じた上で見守り

機器等のテクノロジーを

１つ以上導入している場

合に算定する加算です。 

利用者の入院 

期間中の体制 
246 2,460円 246円 492円 738円 

利用者が病院又は診療所

に入院する必要が生じ、

入院後３月以内に退院す

ることが見込まれる利用

者について、退院後の再

入居の受け入れ体制を整

えている場合に、１月に

６日を限度として算定す

る１日当たりの加算料金

です。 

 
口腔・栄養 

スクリーニング

加算 
20 200円 20円 40円 60円 

利用者に対し、利用開始

日及び利用中６ヶ月ごと

に口腔の健康状態及び栄

養状態について確認を行

い、当該利用者に係る情

報を計画作成担当者に共 
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有した場合に６月に１回

を限度として算定する１

回当たりの加算料金で

す。 

 介護職員等処遇

改善加算(Ⅲ) 

所定単

位数の 
155/1000 

所定単

位数の 
155/1000 

介護保険 

自己負担

分合計の 

155/1000 

介護保険 

自己負担

分合計の 

155/1000 

介護保険 

自己負担

分合計の 
155/1000 

当該加算の算定要件を満

たす場合の１月当たりの

加算料金です。 

 

(4)その他の費用について 

以下の金額は利用料金の全額が利用者の負担になります。 

ア 基本利用料 

①家賃 １,６００円/日 

②食事代 
１,４８０円/日 
(朝食４４０円/回、昼食５４０円/回、夕食５００円/回) 

外泊・入院等により食事を摂らない場合はいただきません。 

③おやつ代 
１００円/日 

外泊・入院等によりおやつを摂らない場合はいただきません。 

④水道光熱費 

９００円/日(共用部分含み、冷暖房費含む) 

外泊・入院等により事業所に終日いない日にはいただきませ

ん。 

⑤管理費 

２００円/日 

(消耗器具、備品、修繕費、車両等の維持管理費及び各種施設 

の保守点検費等) 

⑥その他 

実費 

日常生活において通常必要となるものに係る費用で、利用者が

負担することが適当と認められるものの実費について徴収し

ます。 

イ 任意選択利用料 

①日常生活費 
１１５円/日 （シャンプー・リンス・ボディソープ提供及び、

タオル、バスタオルの洗濯リース料） 

②衛生費 
１００円/日 （布団カバー、枕、枕カバー、シーツの 

洗濯リース料） 

③医療機関受診付添費 

協力医療機関  無料 

市内医療機関  １,８００円/時間 

市外医療機関  ２,３００円/時間 

④移送費 
市内      １,５００円/片道 

市外        ２００円/ｋｍ 

⑤買い物代行費 １,１００円/回 

⑥オムツ・オムツ以外

の補助物代 
実費 

⑦施設内外でのレクリ

エーション代 
実費 
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⑧医療保険適応外自費

検査料 
実費（感染症等） 

⑨その他 

日常生活において通常必要となるものに係わる費用で利用者

が負担することが適当と認められるものの実費について微収

します。 

※利用料等の支払いを受けたときは、利用者又はその家族に対し、利用料とその他の利用

料（個別の費用ごとに区分）について記載した領収書を交付します。 

※法定代理受領サービスに該当しない指定認知症対応型共同生活介護等に係る利用料の

支払いを受けた場合は、提供した指定認知症対応型共同生活介護等の内容、費用の額そ 

の他必要と認められる事項を記載したサービス提供証明書を利用者又はその家族に対

して交付します。 

 

 

４ 利用料、利用者負担額（介護保険を適用する場合）その他の費用の請求及び支払い方 

法について 

※ 利用料、利用者負担額（介護保険を適用する場合）及びその他の費用の支払いについ

て、正当な理由がないにもかかわらず、支払い期日から３月以上遅延し、さらに支払

いの督促から３週間以内に支払いが無い場合には、サービス提供の契約を解除した上

で、未払い分をお支払いいただきます。 

 

 

５ 入退居に当たっての留意事項について 

（1） 指定認知症対応型共同生活介護(指定介護予防認知症対応型共同生活介護)の対象

者は、要介護(要支援２)であって認知症であるもののうち、少人数による共同生活

を営むことに支障がない者とし、次のいずれかに該当する者は対象から除かれます。 

①認知症の症状に伴う著しい精神症状を伴う者 

  ②認知症の症状に伴う著しい行動異常がある者 

  ③認知症の原因となる疾患が急性の状態にある者 

（2） 入居申込者の入居に際しては、主治医の診断書等により、当該入居申込者が認知

症の状態にあることの確認を行います。 

①利用料、利用者負担

額（介護保険を適用す

る場合）、その他の費

用の請求方法等 

ア 利用料、利用者負担額（介護保険を適用する場合）及びその

他の費用の額はサービス提供ごとに計算し、利用月ごとの合計

金額により請求いたします。 

イ 上記に係る請求書は、利用明細を添えて利用月の翌月１０日

までに利用者あてにお届け（郵送）します。 

②利用料、利用者負担

額（介護保険を適用す

る場合）、その他の費

用の支払い方法等 

ア 利用者は、請求月の２５日までに下記のいずれかの方法によ

りお支払い下さい。 

(ア)事業者指定口座への振り込み 

（振込手数料はご家族負担となります。） 

 (イ)現金支払い 

イ 支払いの確認をしましたら、支払い方法の如何によらず、領

収書をお渡ししますので、必ず保管されますようお願いしま

す。（医療費控除の還付請求の際に必要となることがありま

す。） 
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（3） 入居申込者が入院治療を要する者であること等、入居申込者に対して必要なサー

ビスの提供が困難であると認められた場合は、他の適切な施設、医療機関を紹介す

る等の適切な措置を速やかに講じます。 

（4） 利用者の退居に際しては、利用者及びその家族の希望、退居後の生活環境や介護

の連続性に配慮し適切な援助、指導を行うとともに、居宅介護支援事業者等や保健

医療、福祉サービス提供者と密接な連携に努めます。 

 

 

６ 衛生管理等について 

①衛生管理について 

利用者の使用する施設、食器その他の設備又は飲用に供する水について、衛生的な管 

理に努めるとともに、衛生上必要な措置を講じます。 

②感染症対策マニュアルについて 

ノロウイルス・インフルエンザ等の感染症予防マニュアル並びに業務継続計画（感染 

症）を整備し、半年に１回開催の感染対策委員会（研修会）を通し、従業者に周知徹

底しています。 

③他関係機関との連携について 

事業所において食中毒及び感染症が発生又は蔓延しないように必要な措置を講じま 

す。また、食中毒及び感染症の発生を防止するための措置等について、必要に応じ 

て保健所の助言、指導を求めるとともに、常に密接な連携に努めます。 

 

 

７ 緊急時の対応方法について 

指定認知症対応型共同生活介護の提供中に、利用者の病状の急変が生じた場合、その 

他必要な場合には、速やかに主治医への連絡を行う等の必要な措置を講じるとともに、 

利用者が予め指定する連絡先にも連絡します。また、主治医への連絡が困難な場合は、 

救急搬送等の必要な措置を講じます。 

 

 

８ 事故発生時の対応方法について 

利用者に対し、指定認知症対応型共同生活介護等(指定介護予防認知症対応型共同生 

活介護)の提供により事故が発生した場合は、市町村、利用者の家族に連絡を行うと 

ともに、必要な措置を講じます。事故については、事業所として事故の状況、経過を 

記録し、原因の分析、再発防止のための取り組みを行います。 

 

【協力医療機関】 

医療機関名 深川第一病院 

所 在 地 深川市あけぼの町 1番 1号 

電話番号  ０１６４－２３－３５１１ 

【協力歯科医療機関】 

 

医療機関名 深川第一病院歯科・歯科口腔外科 
所 在 地 深川市あけぼの町 1番 1号 

電話番号  ０１６４－２３－３５１６ 
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９ 非常災害対策について 

① 事業所に災害対策に関する担当者（防火管理者）を置き、非常災害対策に関する取

り組みを行います。 

② 非常災害に備えて、消防計画、業務継続計画（風水害、地震等の災害に対処するた

めの計画）を作成し、非常災害時の関係機関への通報及び連携体制を整備し、それ

らを定期的に従業員に周知します。 

③ 定期的に避難、救出その他必要な訓練を行います。（毎年２回） 

 

 

10 サービス提供に関する相談、苦情について 

(1) 利用者及びその家族からの相談又は苦情等に対する常設の窓口(連絡先)、担当者の

設置相談、苦情に対する常設の窓口として、管理者が対応する。 

但し、管理者が不在の時は介護主任が対応する。 

上記の者が不在の時は基本的な事情については誰でも対応できるようにすると共 

に、必ず管理者に報告する。 

 

管理者  大谷内 雅美 

不在時  介護主任  

グループホーム 優和の郷・信  ＴＥＬ ０１６４－３４－５７６７ 

 

 (2) 円滑かつ迅速に苦情処理を行うための処理体制と手順 

  ・事業所内において、管理者を中心として相談、苦情処理のための会議を開催する。 

  ・サービスを提供した者からの概要説明を行う。 

  ・問題点の整理、洗い出し及び今後の改善策についてのディスカッションを行う。 

  ・管理者は同様の苦情等が再度起らぬよう、事業所内の周知徹底を図る。 

  

(3) その他参考事業 

 苦情が出された場合は、誠意をもって対応するものとし、苦情まで至らないケース 

 であっても、利用者から希望や相談等があった場合、事例検討会等の検討資料とし、 

 以後のサービス提供に資するよう工夫する。 

利用者に満足いただけるようなサービスを提供できるよう、従業者の健康管理にも

配慮する。 

    

【市町村（保険者）の窓口】 

深川市役所 高齢者支援課 

所 在 地 深川市 2条 17番 17号 

電話番号 (0164) 26-2238(直通) 

ﾌｧｯｸｽ番号 (0164) 22-8134(代表) 

【公的団体の窓口】 

北海道国民健康保険団体連合会 

所 在 地 札幌市中央区南 2条西 14丁目 

     国保会館 6階 

電話番号 (011) 231-5161 
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11 秘密の保持と個人情報の保護について 

 

① 利用者及びその家族に関する秘

密の保持について 

① 事業者は、利用者又はその家族の個人情報

について「個人情報の保護に関する法律」

及び厚生労働省が策定した「医療・介護関

係事業者における個人情報の適切な取り

扱いのためのガイドライン」を遵守し、適

切な取り扱いに努めるものとします。 

② 事業者及び事業者の使用する者（以下「従

業者」という。）は、サービス提供をする

上で知り得た利用者又はその家族の秘密

を正当な理由なく、第三者に漏らしませ

ん。 

③ また、この秘密を保持する義務は、サービ

ス提供契約が終了した後においても継続

します。 

④ 事業者は、従業者に、業務上知り得た利用

者又はその家族の秘密を保持させるため、

従業者である期間及び従業者でなくなっ

た後においても、その秘密を保持するべき

旨を従業者との雇用契約の内容とします。 

② 個人情報の保護について 

① 事業者は、利用者から予め文書で同意を得

ない限り、サービス担当者会議等におい

て、利用者の個人情報を用いません。また、

利用者の家族の個人情報についても、予め

文書で同意を得ない限り、サービス担当者

会議等で利用者の家族の個人情報を用い

ません。 

② 事業者は、利用者又はその家族に関する個

人情報が含まれる記録物（紙によるものの

他、電磁的記録を含む。）については、善

良な管理者の注意をもって管理し、また処

分の際にも第三者への漏洩を防止するも

のとします。 

③ 事業者が管理する情報については、利用者

の求めに応じてその内容を開示すること

とし、開示の結果、情報の訂正、追加また

は削除を求められた場合は、遅滞なく調査

を行い、利用目的の達成に必要な範囲内で

訂正等を行うものとします。(開示に際し

て複写料などが必要な場合は利用者の負

担となります。) 
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12 虐待の防止について 

① 事業者は、利用者等の人権の擁護・虐待の防止等のために、次に掲げるとおり必要な

措置を講じます。 

(1)虐待を防止するため、従業者に対する研修を実施します。（年２回以上） 

(2)利用者及びその家族からの苦情処理体制の整備に努めます。 

(3)その他虐待防止のために必要な措置に努めます。 

 上記措置を適切に実施するための担当者を配置する。 

 担当者：大谷内 雅美 

 

② 事業者は、サービス提供中に、当該事業所従業者又は養護者により虐待を受けたと思

われる利用者を発見した場合は、速やかにこれを市町村に通報するものとする。 

 

 

13 身体拘束について 

事業者は、原則として利用者に対して身体拘束を行いません。ただし、自傷他害等の

おそれがある場合など、利用者本人または他人の生命・身体に対して危険が及ぶことが

考えられるときは、家族に対して説明し同意を得た上で、必要最小限の範囲内で行うこ

とがあります。また事業者として、身体束縛をなくしていくための取り組みを積極的に

行います。 

 

 

14 地域との連携について 

① 運営に当たっては、地域住民又はその自発的な活動等との連携及び協力を行う等地域

との交流に努めます。  

② 指定認知症対応型共同生活介護(指定介護予防認知症対応型共同生活介護)の提供に

当たっては、利用者、利用者の家族、地域住民の代表者、認知症対応型共同生活介護

について知見を有する者等により構成される協議会（以下、この項において「運営推

進会議」という。）を設置し、概ね２月に１回以上運営推進会議を開催します。 

③ 運営推進会議に対し、サービス内容及び活動状況を報告し、運営推進会議による評価

を受けるとともに、必要な要望・助言等を聴く機会を設けます。また、報告・評価・

要望・助言等についての記録を作成し、公表します。 

 

 

15 サービス提供の記録について 

① 指定（介護予防）認知症対応型共同生活介護等を提供した際には、提供した具体的な

サービス内容等の記録を行うこととし、その記録はサービス提供の日から５年間保存

します。 

② 利用者は、事業者に対して保存されるサービス提供記録の閲覧及び複写物の交付を請

求することができます。（複写料などが必要な場合は利用者の負担となります。) 

③ 入居に際して入居年月日及び事業所名称を、退居に際して退居年月日を介護保険被保

険者証に記載いたします。 
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16 利用にあたっての留意事項について 

① 利用者の外出・外泊は自由ですが、食事等の準備がありますので事前にご連絡くださ

い。 

② 住居利用については設備・備品等は大切に使用して下さい。設備・備品等を破損した

場合には弁償していただくことがあります。 

③ 敷地内全面禁煙となっていますので喫煙はお断りしています。 

④ 他の利用者に精神的・肉体的に影響を与える暴力行為・迷惑行為(大声を上げる等)

があった場合、介護の工夫を行っても改善されない場合は退居していただく場合があ

ります。 

⑤  居室内に収納はありますが、使い慣れた家具等を使用したい場合は、居室に入る範囲

で持参して下さい。また事業所は現金・預貯金の管理はいたしません。持参品・所持

金については利用者とご家族の管理となりますので、紛失・破損等は一切の責任を負

いません。 

⑥ 退居時に居室のクリーニング代が別途かかります。 
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17 カスタマーハラスメント防止について 
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利用者様並びに御家族様へ 
当施設では利用者様が快適な入居生活を送られますように、安全な環境作り
に努めておりますが、利用者様の身体状況や病気に伴う様々な症状が原因に
より、下記の危険性が伴うことを十分にご理解下さいますよう、お願い申し
上げます。 

 

【高齢者の特徴に関して】 

 

➢ 歩行時の転倒、ベッドや車椅子からの転落等

による骨折・外傷の恐れがあります。 

 

➢ グループホーム 優和の郷・信では、原則的

に拘束を行わないことから、転倒・転落による事故の可能性

があります。 

 

➢ 高齢者の骨はもろく、通常の対応でも容易に骨折する恐れが

あります。 

➢ 高齢者の皮膚は薄く、少しの摩擦で表 

皮剥離ができやすい状態にあります。 

 

➢ 高齢者の血管はもろく、軽度の打撲で 

あっても、皮下出血ができやすい状態 

にあります。 

 

➢ 加齢や認知症の症状により、水分や食物を飲

み込む力が低下します。誤嚥・誤飲・窒息の

危険性が高い状態にあります。 

 

➢ 高齢に伴う脳や心臓の疾患により、急変・ 

急死される場合もあります。 

 

 

当施設では、上記に対しても十分心得て看護・介護を行っており
ますが、このことは、ご自宅でも起こりうることですので、十分ご
留意いただきますようお願い申し上げます。 
なお、説明でわからないことがございましたら、ご遠慮なく 
管理者・介護職員にお尋ねください。 

グループホーム 優和の郷・信 

管理者 大谷内 雅美 
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２０２０年４月１日より民法改正が施行されることに伴い、当法人では２０２０年４月

１日以降に当法人が提供するサービスを利用される利用者様には入院申込書・利用契約書

の連帯保証人の極度額（上限額）を入院・入所系サービスについては３０万円/月、通所系

サービスについては１０万円/月と設定させていただく事になりましたのでお知らせ致し

ます。 

尚、法務省より保証に関する民法改正案内のパンフレットより一部抜粋したものを以下

のとおり掲載しますので、参照下さい。 

 

 

 

 

 

 

社会医療法人アンリー・デュナン会 

利用契約書・申込書の極度額（上限額）の設定について 

２０２０年４月１日から保証に関する 
民法のルールが大きく変わります。 
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重要事項説明の同意書 

 

この重要事項説明書の説明年月日 令和    年    月    日 

 

上記内容について、利用者に説明を行いました。 

 

 

 
事 業 所 名 グループホーム 優和の郷・信 

事業所所在地 深川市あけぼの町 1番 35号 

説明者職氏名 印 

 

 

事業者から上記の内容の説明を受け、内容について同意し、重要事項説明書の交付 

を受けました。 

 

利用者 
住 所 

〒 

氏 名 印 

 

代理人 
住 所 

〒 

氏 名 印 

 

 

 


